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当社の概要
お客様数：９，８１８千件
年間ガス販売量：
１３，０９８百万ｍ３

ガス売上高：９，１０３億円
導管総延長：５１，５３０ｋｍ

（２００５年度末）

鶴見川

相模川
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都市ガスの供給システム

ガバナステーション

地下タンク
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工場

高圧導管
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低圧導管

お客さま

マイコンメータ

（＊）ガバナ：圧力調整器

末端
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拠点
施設
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２．水害の影響評価２．水害の影響評価



ガス設備の水防力（他ガス会社も同様）

ガス供給は浸水の影響を受けにくい
ガス供給用設備は気密構造 → 気体が漏れない＝水が侵入しない

ガス輸送・圧力調整は自律的に行われている

ガス輸送・圧力調整の動力はガス自身の圧力差 ＝ 電力不要

圧力調整は圧力差のバランスを各施設が自動的に調整

＝ 本社からのコントロールは基本的に不要

付帯設備（遠隔監視・制御装置）は浸水の影響あり
付帯設備は，浸水により故障する

拠点施設では，基礎嵩上げや排水ポンプ設置

付帯設備は，電力が必要なため，停電の影響を受ける

拠点施設では，停電対策（非常用発電機やバッテリー）を実施
油燃料式の発電機：給油が必要

ガス燃料式の発電機：ガス供給を続けている限り発電が継続可能

付帯設備が故障しても供給は継続
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水害対策例

１．５ｍ

拠点施設：付帯設備の嵩上げ例
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３．想定外の水害への対応３．想定外の水害への対応



想定外の水害への対応

供給停止を行わなくてはならない可能性がある
当該地区への供給を継続することが適当でない場合
例）広範囲にわたり浸水し，お客さまが大規模に避難

経時的に得られる情報から二次災害が想定される場合
例）何らかの理由によりガス漏れが発生しているが，

浸水により現地に出動ができない

供給停止範囲の考え方
供給停止が必要な場合でも，基本的に末端施設（低圧）に

とどめ影響範囲を極小化
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水害時の供給停止操作

末端施設：現地に出動して操作

拠点施設：本社から自営無線により遠隔操作可能
拠点施設の停止は影響範囲が大きいため，基本的に使用しない

ﾏｲｺﾝﾒｰﾀ 
感震遮断（地震時）

地震計 
感震遮断（地震時）
遠隔遮断（地震時）

低圧

工場

緊急遮断弁

供給指令センター 

（本 社） 

製造･送出停止 

中圧 

ＧＳ

遠隔遮断

高圧

全ガバナ（約４，０００箇所）

に設置済 

地区ガバナ
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供給停止後の復旧活動

供給停止規模が大きい地震の復旧計画を準用
復旧の順序
被害が軽微な地区から復旧し，影響度を最小限に

救急指定病院等の社会的優先度の高い施設から復旧

ガス会社自ら各家庭内の安全確認を実施

停止規模が大きくなると，他ガス事業者へ応援隊派遣を要請

北海道部会北海道部会

東北部会東北部会

関東中央部会関東中央部会

東海北陸部会東海北陸部会

中国部会中国部会

近畿部会近畿部会

四国部会四国部会
九州部会九州部会

日本ガス協会を通じて、全国のガス事業
者間で地震・洪水等の災害復旧に対す
る要員や資機材を相互に協力する体制
を構築
・地方部会内で救援
・複数の地方部会が救援
の２とおりがある

ガス協会の地方部会
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